

















































































































明 1)、西崎　幸子 2)、依田　明美 1)、伊賀　浩二 2)
【はじめに】当院では平成23年度に医事課に未収金対策係を新設し、
会計課と連携しながら未収金問題への取り組みを進めてきた。2年
間の取り組みの中で若干の成果を得たので、取り組みの過程と結果、
今後の課題について報告する。
【取り組み】（１）70歳以下の入院患者に対し高額療養費制度の利用
を促進した。（２）生活困窮者の緊急入院が高額の未収金発生につ
ながることから医療ソーシャルワーカーとの連携を深めて生活困窮
者の早期発見・早期介入に力を入れる体制づくりに取り組んだ。（３）
入院医療費未納者に対する督促方法が入院計算担当者によってばら
つきがあったことから未収金対策担当者が一元的に入院未納一覧を
管理し、未納者への督促をコンピュータで管理する仕組みを整えた。
（４）回収困難と判断した未収金を早い段階で債権回収業者へ回収
委託した。
【結果】医療ソーシャルワーカーとの情報共有を強化した結果、複
数の事案で高額未収金の発生を防止し得た。また債権回収業者を利
用した結果、回収率は１割程度であったものの病院からの督促に応
じなかった債権を回収するに至った事案を経験した。結果として外
来未収金については大きな変化を認めなかったが、入院未収金につ
いては約4割減少させることに成功した。
【考察】電話督促や自宅訪問、裁判所による支払督促、少額訴訟等
の法的措置についてはマンパワーの問題などから十分な取り組みに
至っておらず、また救急外来を始めとして外来医療費の未収金発生
防止について課題を残している。今後の取り組みとして、未収金発
生状況の分類結果や債権回収業者の回収状況分析の結果をもとに、
債権の特徴に合わせた督促方法を複数用意し使い分ける運用を検討
している。
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